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OzCar Pty Ltd との資本業務提携(出資比率の増加)に関するお知らせ 

 

当社は、2019 年 11 月 14 日に公表いたしましたオーストラリアの中古自動車ディーラーの OzCar Pty 

Ltd.(本社:シドニー市、代表者:Brett Anthony Dale、James Keepkie)(以下、OzCar 社)との資本業務提携

を強化するため、当社の 100%子会社である Optimus Group Australia Pty Ltd が OzCar 社の大株主で

ある Brett Anthony Dale 氏が保有する同社の株式より 10% を 2021 年 11 月 19 日に譲渡を受け、当

社の所有割合が現行の 20.0%から 30.0%となりますことをお知らせいたします。  

 

記 

 

1．資本業務提携の理由・目的 

 当社は、2019 年 11 月 14 日に公表いたしましたとおり、当社が成⾧戦略地域と捉えているオーストラ

リアにおける事業展開のプラットフォームとして、同国ニューサウスウェールズ州を中心に 20 年以上中

古自動車ディーラーとして事業基盤を築いてきた OzCar 社と、同年 11 月 15 日付で資本業務提携を行い

ました。また、オーストラリア市場における十分な知見と健全且つ信頼できるガバナンス体制を維持し

た企業であることを確認した上で、2021 年 5 月 6 日に公表いたしましたとおり、追加出資を行い OzCar

社を持分法適用会社といたしました。（当社の所有割合は引受前の 10.0%から 20.0%になりました） 

 その後、当社との提携時は 7 拠点でありました OzCar 社の販売拠点は、現在では 16 拠点となり、コ

ロナ禍においても堅実に成⾧し続けております。 

 上記のような状況を踏まえて、当社グループがオーストラリア市場へ更なる参入・深化を目指すべく、

資本業務提携強化を行うことといたしました。 

 

2．資本業務提携の内容 

(1)業務提携の内容 

 中古自動車及び自動車関連商品の販売 

  



 

(2)資本提携の内容 

 当社は、当社 100%子会社である Optimus Group Australia Pty Ltd が、OzCar 社の大株主である

Brett Anthony Dale 氏が保有する同社の株式の 10%を 2021 年 11 月 19 日に購入することにより、

当社の所有割合は現行の 20.0%から 30.0%となります。 

 

3．当社子会社の概要 

名称 Optimus Group Australia Pty Ltd 

本店所在地 ニューサウスウェールズ州 シドニー市 

代表者 John Startari 

設立年月 2018 年 9 月 

資本金 AUD 6,040,100（517,092,961 円※） 

事業内容 当社グループのオーストラリア地域における子会社統括会社 

決算期 3 月 31 日 

株主 株式会社オプティマスグループ(100%) 

 

4．資本業務提携相手先の概要 

名称 OzCar Pty Ltd. 

本店所在地 ニューサウスウェールズ州 シドニー市 

代表者 Brett Anthony Dale、James Keepkie 

設立年月 1991 年６月 

資本金 AUD 702,592（60,148,901 円※） 

事業内容 中古自動車及び自動車関連商品の販売 

決算期 6 月 30 日 

大株主 

（今回の 10%譲渡後） 

Brett Anthony Dale  52.22% 

James Keepkie   17.78% 

Optimus Group Australia Pty Ltd. 30.00% 

当該会社の最近 3 年間の経営成績及び財政状態 

決算期 2019 年 6 月期 2020 年 6 月期 2021 年 6 月期 

連結売上高 AUD 121,831,549 

10,429 百万円※ 

AUD 105,041,705 

8,992 百万円※ 

AUD 177,762,941 

15,218 百万円※ 

※日本円換算額は、便宜的に 2021 年 10 月末の１AU$＝85.61 円にて換算しております。 

 

5．今後の見通し 

 本資本業務提携による、当面の業績に与える影響は現時点では軽微ですが、将来にわたり企業価値の

向上を実現するものと考えております。 

 今後、業績に重大な影響を与えることが明らかになった場合には、速やかに開示いたします。 

以上 


